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令和７年度 福島市社会福祉審議会 第２回地域福祉専門分科会 会議録 

 

開催日時 令和７年８月２５日（月） １４時００分 ～ １６時１０分 

開催場所 市民センター ３階 ３０３会議室 

分科会委員 

（１０名） 

 

出席７名 

 

・遠藤 寿海  分科会長 （出席） ・髙橋 久美子 委員 （出席） 

・安部 正夫  委員   （出席） ・武田 淑子  委員 （欠席） 

・菅野 美智子 委員   （出席） ・立花 由里子 委員 （欠席） 

・紺野 幸一  委員   （出席） ・山田 和江  委員 （欠席） 

・鈴木 泰雄  委員   （出席） ・佐藤 愛花  委員 （出席） 

 

事務局 

共生社会推進課長           清野 博光 

共生社会推進課課長補佐兼地域福祉係長 佐藤 友仁 

共生社会推進課 地域福祉係 主査   菊池 孝幸 

※オブザーバー 

 福島市社会福祉協議会 総務課 課長補佐  佐藤 騰一郎 

  福島市社会福祉協議会 総務課 地域福祉係 山川 ももこ 

  福島市社会福祉協議会 総務課 地域福祉係 新関 雅広 

会

議

次

第 

 

 １ 開 会 

 ２ あいさつ 

 ３ 協議事項 

  (1) 福島市地域福祉計画２０２６（素案）「第４章 施策の推進」について 

  (2) その他 

 ４ その他 

 ５ 閉 会 
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協議事項等の内容 

 

１ 開会 

 

２ あいさつ 

 

３ 協議事項 

 

 

 

 

 

 

《意見交換》 

【Ａ委員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事務局】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ａ委員】 

 

 

 

・遠藤分科会長 

 

議事進行：遠藤分科会長（議長） 

 

(1) 福島市地域福祉計画２０２６（素案）「第４章 施策の推進」について 

（説明者：事務局） 

・「第４章 施策の推進」の各施策内容について説明。 

※内「重層的支援の推進」及び「再犯防止の推進」については、未完成のため別途

意見書により後日委員から意見集約を行う旨併せて説明。 

 

①各年度の具体策については、これからでてくるのか。 

②「自助」「共助」「公助」それぞれの区分の整理の中で、行政が行う具体策につ

いては考えているのか。 

③基本目標③の「孤独・孤立対策の推進」については、もう既に県で会議が進ん

でいるが、福島市はどの程度進んでいるのか。他の市町村と協議する必要性や、

社会福祉協議会との連携も必要。最終的には任意団体がそれぞれの分野で関係

を作って連携していく形になると思うが、行政の方で具体的なものを推進して

もらえると進めやすい。 

 

①②具体策については、現在、各施策に対してぶら下がる事業を共生社会推進課

である程度選定している段階。今後は、関係各課と対象事業の検討を進めた上

で、今年度中に整理し、計画開始の来年度から運用をスタートしたいと考えて

いる。また、各個別計画の計画期間にずれが生じており、地域福祉計画を推進

する上で、各分野における新たな課題が計画期間中に出てくる可能性もある。

そのため、状況を注視しながら、計画期間中であっても必要に応じて、毎年の

年次点検の中で、問題解決のための議論等を行っていきたいと考えている。 

③昨年度、福島県で孤独・孤立対策に関する支援会議を立ち上げており、各市町

村も加入している。各市町村においても協議会を立ち上げるよう要請がきてお

り、庁内において現在調整中である。近いうちに福島市でも協議会を立ち上げ

る形になるが、孤独・孤立に限らず様々なところで協議会が立ち上がっている

ため、既存の協議会をうまく活用しながら、開催できないかと考えている。様々

な分野で様々な問題が発生した際に、問題を共有しながら、様々なアイディア

を出せると思う。別組織を立ち上げてしまうとゼロから議論する必要が出てし

まう。国はプラットフォームを何でも立ち上げるよう要請しているが、参加す

る方も大変になってしまうので、プラットフォームも共通化できるよう勧めて

いきたい。 

 

それぞれの地域の中で課題はたくさんある。この文章では市民の人は難しくて理
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【議長】 

 

 

 

 

 

 

解できないと思う。もっとわかりやすく具体的に整理して、既に実施している事

業をチェックして肉付けしていった方がいいと思う。例えば、「（3）官民連携の推

進と先導的技術の活用促進」の公助の部分で「民間事業者等との連携により…」

となっているが、これも既にやっているわけであるから、それをチェックしてい

くのも方法なのかなと思う。 

 

ご意見のとおり文章は非常に難しく、理解するまで時間を要すると感じている。

但し、個別計画における上位計画であることから、どうしても内容が難しくなっ

てしまう。そのため、概要版を作成するにあたっては、より理解してもらうため

の伝わりやすい情報伝達が必要であると考えている。 

 

地域の中にも任意団体がそれぞれあるが、モデル地区を作ってそれを提示しなが

らやっていくのも方法だと思うが、実施する予定はないのか。 

 

あちこちで連携という言葉があるが、既に任意団体ではそれぞれに連携している

ところが沢山ある。それをどことどこがどんな連携をしてどんなことをしている

かを示しつつ、計画の中で何を目指して、どういったところまで連携を広げたり、

連携の網目を細かくするためには、新規もしくは既存のものにどのように入って

もらいたいのか示せればいいと思う。どこかの地区のモデル事業をこの計画の中

に一つ入れてしまうとそれが確定になってしまってみんな同じ事をしなくてはと

いう形になってしまう可能性もあるので、概要版の中で連携ネットワークなどを

わかりやすく伝えるために、地域ケア会議のような地区の方々が集まる場により、

連携ネットワークの可視化を進めていることを伝えることで、もっとわかりやす

く伝わるのではないかと思う。 

 

自分の地域の高齢者やこどもが元気でいることが一番だと思っている。福島市が

本当に住んで良かったと思うことがいいことだと思う。地区に戻ると任意団体で

は色んな悩みがある。それを行政と民間事業者とで知恵を出し合って、そのため

には会議をすればいいと思う。基本的には地区の任意団体の責任で判断していく。

できない時は行政にお願いする。それは全部丸投げすることではない。地区は地

区のことを一番わかっている人が頑張ってもらう。先日天戸川で「こども祭り」

を開催したが、人と会う事が一番。お年寄りも孤独になる傾向があるが、極力外

にでてもらう。それを民生委員が伝えていく。そういう事が出来ないかといつも

考えている。 

 

国の定めた方針の基で策定している計画は、障がい、高齢者、こどもなどの分野

の個別計画との整合性と調和を図りつつ、上位計画として全体の中でどのような

地域をつくるかなど、理念的なところがどうしても強く出てしまう。それは、各

年度別に既にスタートしている個別計画でも明確に明記されていて、それを無視

して理念を押し付けるためには予算的な課題もかかえながら、調整を図っていか

なくてはならない。逆に現場では「連携をするのであれば、そこをもっとわかり

やすく書いてもらえれば自分達も協力できる」との心強い言葉ももらっているた
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め、それをどうやってわかりやすく伝えていくかを考える必要がある。福島市が

目指す地域福祉はなんなのかを定期的に発信していくことと、行政の役割と各任

意団体等の役割を整理するとか、話し合いの場を設けて予算的な問題があれば横

のつながりでカバーするとか、様々なことを話し合ってもらう事が重要である。 

すぐ解決する事は難しいが、他計画と調和を図っていく部分でどうしても理念的

になりがちである。他課で行っている計画にぶら下がる事業の評価をもって地域

福祉計画が評価されるのではなく、地域福祉計画独自に評価できないといけない。

多様化して絡み合っている福祉的な課題に対して、解決のために個別計画の中に

ある施策をどのようにつなぎ合わせたかを評価するような形を作っていかなくて

はならない。 

 

行政も民間事業者と連携して活気のある福島市にしていく必要がある。街なかは

何もなく空洞化している。活気を出すためには民間事業者と連携が必要不可欠だ

と思う。 

 

現在「公民こねくと」「包括連携協定」の他、様々なプラットフォームがあるが、

民間とタイアップしてアイディアやノウハウを頂きながら、地域のために活用し

ようとする取り組みを実施している。例えば、公民こねくとの取り組みとして「富

士フィルム」と現在システム開発を進めている。災害が起きた時に罹災証明書の

申請手続きにおいて被害家屋の判定データを使用するが、データが共有されてい

ない実態があったことから、事業者提案で一本化する動きが出ている。データが

一本化すると罹災証明の申請だけではなく、解体補助や見舞金等の申請において

データが共有されるだけではなく、対象者から申請をいただかなくても、プッシ

ュ型でサービスを提供することも可能となる。そういった民間の提案をたくさん

受けており、サービスを拡充できないかと考えている。 

総務省でも同じような考えをもっていて、福祉ではない「地域づくり」という視

点の考え方に変わってきている。国で言うところの「地域創生」、市では福祉とい

うよりは「まちづくり」に近い考えとなっている。地域福祉計画の最終目標は共

生社会の推進にあるが、福祉的な事業全てを評価事業にぶら下げようとすると数

百本の事業となり、その場合事業の良し悪ししか見えてこない。本計画では統計

データやアンケート調査、委員からのご意見などから見えてくる様々な課題に対

して、３つの基本目標と９つの基本方針を定めている。今後、各課とぶら下がり

事業の検討を進めていくが、評価方法としては９つの視点の中から総合的な判定

を行い、最終目標である共生社会の推進がどのくらい広がっているかに重きを置

きたいと考えている。どうしても福祉分野を飛び越えて考えたくなるのだが、福

祉分野の領域の中で、達成感を出せるような計画を作っていきたい。 

 

「福島まちづくりセンター」などと連携していろいろ進めるといいのでは。 

 

まちづくりセンターは市の出資法人になっている関係で、日頃から連携を密にし

ている団体である。例えば、街なかにある駐車場の共通サービス券の発行やイベ

ントを開催する際などは必ず連携しているところ。福祉分野においても福祉事業
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者だけではなく、幅広い連携が求められてくると思う。様々な機会を通じて、福

祉サイドの課題に対する理念を共有し連携を図っていきたい。 

 

今回の計画で一番中心的に進めなくてはならない施策が「重層的支援体制整備事

業実施計画」である。基本目標①②③には、伴走型やアウトリーチ型、参加支援

など、全部に重層事業の内容が含まれている。福島市では、どこの課が中心とし

て担っていくかとずっと言われてきたが、結局は何をどこでやっているのかわか

らないまま 5 年が経過してしまった。次期計画には、どのような位置づけで、特

に力を入れ、目指すべき共生社会の実現のためには、どのような事業を中心とし

てやっていくのかをキチンと説明していく必要がある。各施策で全て達成できた

ということはなく、わかりやすく分解しているが、それぞれの施策でまたがって

記載しており、書きにくい部分はあるかと思う。但し、そのまたがって記載され

ているところでの共通している部分は何なのかを考える中で、重層的支援体制が

肝となっていることや、社会参加を促すために支援体制のセンター１つでやるの

ではなく、常日頃から任意団体の活動が含まれているような説明を加えていくと

いいのではないか。全てにまたがっているという部分を丁寧に説明し、繰り返し

情報提供していく必要がある。それによって、福祉計画についての理解を深めて

もらう方法を考えなくてはならない。他の計画については、必ず数値目標を設定

しているが、3年毎に国が指針を出したり、ニーズがあるからいくつ整備するかな

どの数値化しやすい部分がある。それができないのが地域福祉計画。そういった

中で、目標を実現するために地域で何をやっているかを紹介して他地域に広げて

いくとか、１つの事業で何か１つのことを達成するのではなく、全てをやること

で若しくは全てに理念が含まれているからこそ共生社会につながるという説明を

事業に絡めてもらう必要がある 

 

① 「福島市地域福祉計画 2021」と比較したときに現計画（2021）では市民・地域・

事業所・行政の４つの役割に分かれていたが、次期計画（2026）では市民・地

域・行政の３つに減っている。共助のところに地域の役割とか事業所の役割が

混在しているため、一見わかりにくく感じた。 

②現計画では担当課が明記されていたが、次期計画では明記されるのか。 

 

①共助の部分に地域と事業所が混在している理由としては、次期計画の一つのテ

ーマとして掲げている「支え合い」は、地域全体で担うものであり、地域住民

だけで支え合うのではなく、時には地域と事業所が一緒になって支え合うもの

であると考えているため、次期計画では地域に事業所を含めて表現している。 

②現在、各施策に対してぶらさがり事業の検討を進めているが、関係課として９

課あると考えている。事業を検討する中で課名を計画に明記するかは現時点で

は回答はできないが、今後検討の必要性はあるかと思う。但し、近年担当課名

が変わったり、業務が移管したりするケースが多くみられるため、その辺も含

めて検討を進めていきたい。 
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地域包括ケアシステムを推進する話が出た時に、概念の中に「互助」が入ってい

たが、言ってみれば「共助」は保険サービスの話であった。保険とはいわゆる支

え合う形である。お金を出し合い、自分に何か事故が生じた場合には、みんなで

助け合う。それが「共助」の概念。地域で支え合うことを「互助」としていたが、

近年国も互助を使わなくなり、共助に含めている傾向がある。第３章の「３ 地域

福祉の推進イメージ」も、それぞれが独立するのではなく、理念を共有し、相互

に補完し合う中で、お互いにそれぞれの立場で支え合う部分が含まれていること

を説明していくことが必要。20 年前に言われていたことと少しずつ変わってきて

きているように、2021 を策定した際には、地域の見守り活動など先進的な取り組

みを紹介する別冊コラムを作成したが、他地域でも真似ができて、自分達の役割

を意識してもらうよう方針をもって作成していた。しかし、コロナもあって考え

方が変わってきてしまったため、５年前と同様に作成することは難しくなってき

ている。 

５年前に始まった重層計画が５年たっても進んでいない反省もあるが、そこがう

まくコーディネートできないのが地域福祉計画の難しいところであり課題である

ため、明確化しなくてはならない。だからといって、包括に丸投げはやめてほし

い。介護保険制度が変わると包括に丸投げされて予算がつかない状況続いている

ため、行政として何が必要なのかを考える必要があると思う。 

 

①「老人クラブ」の表現が全くない。厚生労働省では、老人クラブは全国で約８

万か所にもおよぶ通いの場であり、子どもや高齢者の見守り、生活支援、高齢

者の閉じこもり予防や次世代育成支援、そして地域の支え合いの輪を広げてい

くものであると認識している。施策の「地域における居場所の確保」について、

残念ながら「サロン」しか出てきていない。サロンの数は何件あるかわからな

いが、老人クラブよりは数は少ないのではないかと感じている。可能であれば

「老人クラブ」も表現として加えてもらいたい。 

②施策のタイトルの中に「ボランティア」の表現がない。共助には「ボランティ

ア」が大きな位置付けを持っていると考えている。例えば、「寄附・共同募金等

の取り組みの推進」の中に、ボランティア活動を入れてもらうとどうなのか。 

 

①非常に重要な観点だと思う。老人クラブは広報紙を作成して広報活動をして、

新たな会員の募集などを行っているが、サロンの情報はどこからも入ってこな

い。そのため、老人クラブを明記することは必要であると確かに思う。 

②記載されている内容についても「ボランティア活動」を取り上げているので、

ボランティア活動をタイトルに追記することもいいし、寄附・共同募金活動そ

のものがボランティア活動であるため、タイトルを「ボランティア活動等の取

り組みの推進」にしてもいい。今から記載内容全てを直すのは難しいため、少

しだけ検討していただければと思う。 

 

①地域コミュニティの活性化のためには「老人クラブ」は必要であることから、

老人クラブの記載について、全体的に改めて内容を確認した上で、記載箇所に
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ついて検討する。 

②施策の中に記載されてる内容に「ボランティア活動」が寄附・共同募金と並列

で表現されているため、タイトルにボランティア活動を入れる必要があると考

えている。但し、国より計画の中には「寄附・募金」の要素を含めるとの指針

が示されているため、タイトルには「寄附・共同募金・ボランティア等の」と

いう形で並列にて表現する方が望ましいと考えている。いずれにしてもタイト

ルに何かしらの形で含めることを検討する。 

 

①募金活動の関係について、日赤の社費や社会福祉協議会の会費集めは全て町内

会に任されていて、１世帯の金額も最初から決められている。色んな考えをも

った方がいて、自分は賛成していないのに、町内会からまとめて取られるのか

といった意見も耳にする。その辺を今後考える必要があると思っている。 

②基本施策は賛成であるが、全体的に人材不足が深刻であると感じている。例え

ば町内会でいうと、高齢化が進んでおり、担い手が少なくなった。また、民生

委員も 40 名程度決まっていないと聞いているが、1 人当たりの担当する人数が

多すぎるのではないかとも感じている。1人の担当が 200世帯という方もいる。

これを 1 人で回るのは非常に苦痛に感じるのではないかと心配している。包括

支援センターへも相談する機会があるが、そちらでも人数が足りないと聞いて

いる。広い地域をわずかな人数で支えていることを考えると、人材確保につい

て、具体的な事業が提示されればよいと感じている。 

③地域連携との話があったが、北信方部では、現在包括支援センターを中心とし

てプラットフォームを作っている。そのメンバーには町内会の他、民生委員や

地元事業者、薬局、タクシー会社なども入っている。市からは保健師の方や長

寿福祉課の担当者も混ざってもらっているが、月に 1 回の情報交換の場をもう

けながら、地域福祉について議論する場をつくっている。そのような成功事例

を明示していけばまたわかりやすいのかなと思う。 

 

吾妻地区の社会福祉協議会の会長を 2 年前からやっているが、そこには、ボラン

ティア部会がある。施設の手伝いをしたり、特別会費を集金する役割がある。そ

のボランティア部会を廃止する話があり、それはダメだと話した。みんな高齢化

して会費の集金もなかなか大変。民生委員・児童委員も今年一斉改選となるが、

各町会長や区長が民生委員をどうするか地区で決定していくが、問題点があれば

役員会で話し合って決定していく。担い手不足についても、民間の希望者や市の

退職した方などに声かけるなどしてなんとか決まってきたところ。民生委員も 200

世帯を回るのは大変。1日 100件回るのも大変。９月から敬老会が各地区で開催さ

れるが、タオル配りなどもある。階段を登るのも高齢者になればなるほど大変に

なる。今までの担ってきたことを少なくするなどの工夫が必要かと思う。そうい

うことを地区の中で課題としてとらえて協議していくことが基本かと思う。 

 

日赤の社費や社協の会費については、市の方でも市民の方から様々な意見をもら

っている。意見としては今の時代に合わないのではないかとの話である。この事

については、担い手不足の話と共通する話である。人口減少・高齢化の中で単身
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【議長】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｅ委員】 

 

世帯がどんどん増えている。単身世帯が増えるとコミュニケーションが減る。地

域の居場所がなくなれば、孤独・孤立につながっていく。地域とのつながりが薄

まっていくと、結果的に社会的な活動につながっていかないところがある。次期

計画の中でも、現計画と違う点としては、福祉分野の各個別計画の共通課題を整

理したことにある。その共通課題を整理した結果、担い手（人材）不足がどの分

野（高齢・障がい・こどもなど）でも同じ課題を抱えていることが分かった。そ

の課題に対しての特効薬があればいいと思う。例えば、長期的にみて若い人に活

動の魅力を発信して活動に参加してもらうことも方法であるが、5年間の短期計画

期間の中で有効的な手立てが今はっきりしていないため、様々な方が協力し合っ

て、担い手確保に力をいかに注げるかが１つのテーマとなってくるかと思う。委

員からもお話があったとおり、まずは負担軽減に取り組むことが大事。それは、

ボランティアだけではなく包括支援センター職員などの専門人材も同じで、処遇

や環境の改善にも民間だから関係ないという視点ではなく、行政としても連携し

て取り組んでいかなくてはならないと考えている。今般の計画の内容にもその要

素を取り入れているところである。市は公共的なことを考えると民間事業者のと

ころに本来は立ち入れない領域ではあるが、多少踏み込んだ形で整理をさせてい

ただいているところである。先程、サロンの話もあったが、サロンも担い手と連

携しているところがあるが、そこで様々な体験交流の機会があれば、その中で助

け合いが生まれ、それぞれが相談し合ったりという関係性ができる。さらにボラ

ンティアの意識が高まって、将来的には担い手になろうという機運が高まると考

える。寄附や募金への意識も同じで、地域福祉に対する関心の高まりがつながっ

て、見えない支援ではなく、直接見える支援への機運が高まるのではないかと思

う。そういった意識を高め、担い手の確保や育成が実現できればいいと思う。今

一度基本方針と基本施策を全体的に眺めてみると、実は項目だけに留まらず、別

の項目の基本方針や基本施策と相まって効果が発揮できるような見方もできる。

委員の皆様のご意見があっての内容になっているが、お時間がある時に今一度見

ていただきたい。残念ながら、担い手確保については、特効薬となるものは現時

点でないが、全体で取り組むことにより、負担軽減・環境改善につなげていくこ

とや、魅力を高めて、若い人にも将来的には参画してもらえるよう、取り組み方

針を整理しているところである。 

 

計画に具体的な事業や担当課を記載すると、それしかやらないように見えかねな

い。包括的な計画であるため、どうしても理念的になりがちであるが、１つ１つ

のページに共通していることが見えてくることや、何を目指すのかが読み込まな

いと見えてこないところもある。どこが変わったのかと言われがちであるが、継

続してやらないと実現しないという思いをもって今まで策定を進めてきたため、

具体的にこの計画がどのような形で評価されていくのかという部分も十分検討す

る必要がある。具体化しにくい事業が実は末端で既に実施していて、その積み重

ねの結果が評価につながるように整理していただければと思う。 

 

「地域福祉を支える基盤の強化」の主な取組み内容の記載内容で「福祉サービス

の手続きにおいて、ＩＣＴ活用などにより簡素化を推進し…」となっていること
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に対し、「一人ひとりに寄り添ったやさしい情報伝達」の取り組み内容では、「情

報伝達にあたっては、適宜、プッシュ型やアウトリーチ型、オーダーメイド型の

導入など、市民の属性や特性に応じた情報伝達に取り組みます。」と書いてある。

ＩＣＴ活用はすごく早いスピードで簡素化が進むと思うが、アウトリーチ型の情

報伝達は結構時間がかかると思うが、この２つの取り組み内容をどのように両立

させていくのか疑問である。 

 

ＩＣＴ活用というのは、現在のデジタル社会の進展ということで社会的には必然

となってきている。その一方で 5 年後を考えた時に、若い人はＩＣＴ教育を受け

ているので、容易に順応できてしまう。今後 5 年間の間にＩＣＴ教育を受けてい

ない方でデジタル社会の流れに乗り遅れてしまう方が必ず出てくると思う。そう

いった時に「やさしい情報伝達」のアウトリーチなどデジタルにとらわれない支

援が必要となってくるが、労力に加え、時間的な負担もあると思う。但し、私達

が抱えることは、以前委員より「せっかくいいサービスがあるのに誰も知らない」

という意見があったように、どのような事業も伝わってほしいとの考え方を持っ

ている。そして、ＳＯＳを出せない方が世の中にはたくさんいる。そういった方

を探知し、こちらから情報を届けるということは、非常に労力や時間がかかるこ

とから、ＩＣＴの取り組みと時間的に逆行しているともいえる取り組みではある

が、5年間を考えた時に福祉的な配慮が必要な方が一定数いると思う。並べてみる

と矛盾に見えてくるところもあるが、労力を惜しまない部分も残しつつ、両論併

記としての形をとっている。 

 

福島市では町内会の「電子回覧板」を進めているが、それに対するアンケートを

とった際に、７割の方が「反対」との意見であった。高齢者の方はあまり活用し

ていないことと、文書による回覧をすることによってフェイストゥフェイスの関

係を築くことや、安否確認などもできる。それが電子で行う事でできなくなる。 

 

デジタルは便利ではあるが、この計画の素案についてもメールで送られてくるが、

パソコンの画面では読みづらく、印刷して見ないと頭に入ってこない。実際には、

全てをデジタルで進めることは不可能であると考えている。プッシュ型などの言

葉の意味もわからないと思う。アウトリーチ型は前置きとして注釈のような文章

が入っているページもあれば、そうではないページもある。それぞれの意味が分

かることにより、全部がデジタルではなく、必要な支援の形が伝わると思う。随

所に注釈を入れているが、その辺の説明を別紙で整理してもらったり、地域の任

意団体について、老人クラブの話もあったが、こういった紹介するページや民生

委員の担当数などの紹介などデータや活動の様子などを計画とは別に紹介しなが

ら、計画の実現に向けて活動している団体等を別に紹介することもいいのではと

考えている。わかりにくい語句をいかにページ内に整理するかはすごく悩むと思

うが、その辺の表現の仕方をお願いしたいと思う。一番後ろのページに整理して

もらってもいい。次期計画は冊子ではなく、デジタル版として今後紹介していく

ことを考えるとリンクページとして活動団体の紹介をしていくのもいいと思う。

わからない語句を説明するページを掲載するとか何か工夫がほしい。 
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計画のページ数は最大１００ページを想定しているが、ページ数に１０ページ程

度余力があるため、ご意見のあったページを追加することは可能。例えば、アウ

トリーチなどのイメージしにくい文言に対して、図解された絵を記載するとか

様々やり方はあるかと思う。担い手の活動について紹介する方法としても、計画

に掲載する方法もあるかと思うが、デジタル版として紹介するのであれば、概要

版にて紹介するとか、ホームページの使い方として、関係各課で様々なツールを

作っているため、それをリンクさせて一元的に紹介するのもいいと思う。分散し

て紹介するよりは、地域福祉に関連する内容を一体的に発信できればより効果も

上がるのではと考えているため、様々な視点から検討していきたい。 

 

① 各施策の「自助」の役割を見ると、義務化されているようで、すごく内容を重

く受け止めてしまう。市民の一人として、地域福祉に必要である行動について

出された時に、自分はどこまでできるのかと感じたところである。マンション

内で挨拶はしているか、地域の行事には参加しているか、誰かに声をかけても

らえたら行くかもしれないとか、町内会の班長だったら行動できているかな

ど。計画を市民にどのように伝えていくかは、これからの課題であり、自分も

所属団体に伝えていかなくてはならないと感じている。 

②「自殺、権利擁護、虐待等に関する取り組みの強化」の「市民の声」のところ

で、「夫が若年性認知症になり…」という意見があるが、ほかのページと重複し

ている。その他の意見についても重複しているところがあった。重複すること

をよしとしているのであれば、「自殺、権利擁護、虐待に関する取り組みの強化」

にある「私たちの子は「医療的ケア児」です。…」という意見を、「誰もが安心

して自由に生活できる環境の整備」にも追加してもいいのではないかと思った。 

③「身近な「福祉圏域」での連携した取り組みの推進」の現状と課題の中に、「医

師数が全国平均を下回る」との文章があるが、具体的に何人なのか記載しても

いいのではと思った。また、自助のところで「フレイル予防」という言葉が記

載されているが、福祉的用語であるため、注釈を入れてほしい。 

 

①計画の「自助」については、全てにおいて完璧にこなすことは不可能であると

考えている。自然と生活の中でやっている方もいれば、そうではない方もいて、

行動ができていない方に特に浸透させたい内容であるが、一人ひとりが行動で

きる範囲で１つでも２つでも実行できるようになることが望ましいと思ってい

る。それでも行動に移せない方については、「共助・公助」で支えていきながら

少しずつだが、自助として行動できることが増えていってほしいと考えている。 

②「市民の声」については、初めは何も考えずにピックアップしていたが、見直

す段階で様々な施策に重複している事実に気が付いた。このことについては、

重複させないか悩んだところであるが、複数の施策に対して一つの意見が関連

している部分もあるため、そのまま採用するよう整理をしたところである。「私

たちの子は「医療的ケア児」です。…」の意見については、実は関係各課から

の意見集約に対して、同じ意見をもらっていて、追記を検討していたところ。

委員のご意見も踏まえて整理をしていきたい。 
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③医療人材については全国平均を下回るといった言葉を使い、数値で表しており

ませんが、実は、全国的に統計化されていない。医大の医師数は約 700 名程度

いて、二次・三次救急を担う高度医療機関になり、研究機関ともよばれており、

一般病院とは性格が異なるため、医大だけ差別化しているところである。本来

であれば医大を抜いた医師数や県中・県南・いわきなどの医療圏と比較できる

ようなデータがあればよかったが、担当課にも確認しそれでもないとの結果で

あったため、言葉での説明になってしまった。今一度比較できるものがないか

確認してみる。なお、注釈的なものについては、他にも足りない部分がないか

確認した上、記載内容を検討する。 

 

①「市民の声」については、様々な年代や性別の方からの意見を紹介しているが、

年代とか性別も括弧書きで入れてもいいのではないか。その方がより市民の声

を実感することができると思う。 

②重複して記載することも狙いであるとの説明があったが、「地域福祉の意識啓

発」と「担い手（人材）間の連携と活動機会の提供」のところで、「参加したい

が参加する勇気がない」と「協力する気持ちはあるが、行動に出せない」とい

う意見が重複している。「担い手（人材）間の連携と活動機会の提供」の意見の

中で「色々なことに対して連携が…」というところは、町内会活動について若

い人の意見が反映されにくいとの前置きがあったはずなので、重複して記載す

るよりは、意見を深めて記載する方が市民の声としては生かされるのではない

かと感じた。また、市民の声には反映されていなかったが 50代の外国人から「学

ぶ機会をお願いしたい」との意見もあったので、その意見も掲載したいと思い

ながら内容を確認させてもらった。 

③同じく「担い手（人材）間の連携と活動機会の提供」の公助のところで、「情報

を提供します」とか「連携体制強化を図ります」などの記載があるが、ボラン

ティア養成講座を開催するなどの具体的な内容を記載してもいいのではないか

と感じた。 

 

①年齢・性別を記載することで、どの年代の方がどのような考えを持っているの

かより伝わる部分もあるため、ご意見のとおり追記する。 

②今一度アンケート調査の自由意見を見直しながら、該当箇所について修正を行

う。 

③具体例が掲載されていないため、「養成講座の開催」など、記載内容を再度検討

させてもらう。 

 

「地域福祉の意識啓発」について、自主防災組織、ボランティア団体等とあるの

だが、会社のＯＢ会とかサークルなどもあるため、そのようなところにも働きか

けることも意識の啓発になるのではないか。但し、どのようにして啓発を図るか

が課題になると思う。 

 

ご意見のとおり、「意識の啓発」については、出前講座やホームページへの掲載、

冊子を特定の団体に配布するだけでは浸透しないと考えている。啓発方法は今後
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５．閉  会 

検討が必要ではあるが、例えば、「包括連携協定」や共生社会推進課で推進してい

る「バリアフリー推進パートナー」などの事業者に対して啓発を図るなども方法

の一つかもしれない。今あるつながりを最大限に活用して啓発を図っていきたい。 

 

「共助」「公助」どちらに入れるかだが、各課が持っている民間企業や団体とのつ

ながりをより活性化する的な文章もあってもいいかもしれない。そこでは、共

生社会推進課ではなく「各課が」という記載も必要。 

 

文化団体連絡協議会とかあるが、そのような地域福祉とは関係ない団体に働きか

ける方法も効果が出るかと思う。 

 

各課でつながりがある諸団体があるので、そこが足がかりになると思う。一般市

民への浸透を図る部分を一言入れていただくだけで全然違う。是非お願いしたい。 

 

 

 

第３回地域福祉専門分科会の開催日時等について 

・令和７年１０月２７日（月）午後２時～ 市民センター「３０３会議室」 

 ※後日通知を送付する。 

・議題については、現計画の令和６年度評価を協議いただく。 

・会議時間に制約があるため、昨年度同様に、委員の皆様に事前に資料を送付し

た上で、意見をもらい、意見に対する各課からの回答集を基に協議する形式を

とりたい。 

 

 

 

 


